
           

  入 札 公 告 

 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

 

令和 ７年 ３月 １０日 

 

 

 国立研究開発法人国立がん研究センター    

理事長   中釜 斉           

 

 

１ 工事概要 

（１）工 事 名  R6 北側敷地土留め整備工事（基本・実施設計・工事監理業務委託） 

（２）工事場所  東京都中央区築地５－１－１ 国立がん研究センター 

（３）工事内容  R6 北側敷地土留め整備工事（基本・実施設計・工事監理業務委託） 

（４）工  期  契約締結日から令和９年１月３１日まで            

２ 競争参加資格 

（１）国立研究開発法人国立がん研究センター契約事務取扱細則（以下「取扱細則」という。）第６条

及び第７条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補佐人であっても、契約締結のために必要な同意を得ているも

のは、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２） 資格審査結果通知書（厚生労働省競争参加資格）において測量・建設関係コンサルタント等業務

の建築関係コンサルタント業務に係る「Ａ、Ｂ、Ｃ」または、「Ｄ」の等級のいずれかの等級に格

付けされ「関東・甲信越地域」の競争参加資格の認定を有する者であること。（会社更生法に基づ

き更正手続き開始の申立てがなされている者又は、民事再生法に基づき再生手続き開始の申立てが

なされている者については、手続き開始の決定後、関東・甲信越地域の一般競争参加資格の再認定

を受けていること。） 

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者（上記（２）の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（４）平成 21年 4 月以降に病院で測量・建設関係コンサル等業務の実績を有するもの。 

（５）次に掲げる基準を満たす者を配置できること。 

   ①上記（４）と同等の実績を有する者。 

（６）院内感染予防対策について、具体的対策を講じた実績を有すること。 

（７）競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資料」

という。）の提出期限の日から開札の時までの期間に、厚生労働省から工事請負契約に係る指名停

止等の措置要領に基づく指名停止を受けていないこと。 



（８）関東地方に事業に係る許可を受けた本店、支店その他の営業所が所在すること。 

（９）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建築工事業者又はこれに準ずるものとして、

厚生労働省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

 

３ 入札手続等 

（１） 担当部局 

国立がん研究センター財務経理部築地Ｃ 財務経理課 管財係  

 〒104-0045 東京都中央区築地５－１－１ 

 TEL：03-3542-2511(内線 7245)  FAX：03-3542-2544 

（２）入札説明書及び図面等の交付期間、場所及び方法 

   交付期間：令和７年３月１０日（月）から令和７年３月３１日（月）までのうち、閉庁日を除く

毎日の9時00分～17時00分までとする。 

   交付場所：上記（１）に同じ 

（３）申請書・資料提出方法 

期間：令和７年３月１０日（月）から令和７年３月３１日（月）までのうち、閉庁日を除く毎日

の9時00分～17時00分までとする。 

      提出場所：上記（１）に同じ 

（４）入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

①提出方法 ： 持参すること。（郵送による提出は認めない。）。 

   ②入札書提出期限 ： 令和７年４月１日（火） 17時00分まで 

③入札書提出場所 ： 上記（１）に同じ 

④開 札 日 時 ： 令和７年４月２日（水） ９時００分 

⑤開 札 場 所 ： 国立がん研究センター 管理棟１階 第４会議室 

 

４ その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る 

（２）入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、資料に虚偽の記載をした者のした入札及び入

札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

（３）交渉権者及び契約価格の決定 

  契約する事項に関する仕様書等に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札

を行った者を交渉権者とし、交渉権者が複数の場合は、申込みをした価格に基づく交渉順位を付す

るものとする。ただし、交渉権者の申込みの価格が契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがある場合においては、次順位の交渉権者をその契約の交渉権者とすることができる。 

契約の交渉権者が決定したときは、直ちにその者と交渉し、契約価格が決定した場合は、その者

を契約の相手方とする。ただし、交渉が不調となり、又は交渉開始から１０日以内に契約締結に至

らなかった場合は、経理責任者は交渉順位に従い、他の交渉権者と交渉を行う。 

（４）手続における交渉の有無  無 

（５）契約書作成の要否  要 

（６）当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負相手方との随意契約により締結す 

る予定の有無  無 



（７）関連情報を入手するための照会窓口  上記３（１）に同じ 

（８）詳細は、入札説明書による。 

 


